(問1)土地改良区に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1土地改良区の組合員は、当該土地改良区が行う土地改良事業の費用等を負担することと

なるため、当該土地改良区の設立に同意した者のみがその構成員となる。

2土地改良区は、15人以上の農家が一定の地域を定めて、定款を管轄する市町村長に届

け出ることにより設立される。

3土地改良区は、土地改良事業を行うことを目的に設立される土地改良法を根拠とした法

人である。

4土地改良区設立後は、当該土地改良区の地域内で行われる土地改良事業であれば、特段

の手続を経ることなく実施できる。

公式解答 3

解説　1.同意に関わらず地区内の３条資格者が組合員　２.定款については知事の認可　3妥当　4その都度、受益者の申請

(問2)換地処分と交換分合に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1換地処分は、工事を伴わずに土地の所有権その他の権利の移転等を行うことである。

2換地処分は、それ自体が独立した土地改良事業である。

3交換分合は、土地改良事業であるので、交換分合に必夏な工事は実施することができる。

4交換分合は、土地の区画形質の変更を伴わずに農用地の集団化を図る制度である。

公式解答　4

解説 1工事を行う　2 土地改良面工事を行う土地改良事業の法律的手段　3.工事は伴わない法律面だけで処理する4　妥当

(問3)土地改良事業の実施手続等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地改良事業の参加資格者は、原則、受益地の土地所有者である。

2土地改良区が行う土地改良施設の管理は、建設事業と同様の手続を経て、都道府県知事の認可を得た維持管理計画に従って行わなければならない。

3土地改良事業は、受益農業者の発意(申請)、同意を基本原則としているが、埋立て、干拓等の事業のように、申請によらない事業もある。

4土地改良区が行う土地改良事業にあっては、いわゆる地域住民の意見聴取は、要件とされていない。

公式解答　1

解説　1　自作地は土地の所有者　小作地は使用収益者　非農地は所有者が３条資格者
(問4)土地改良事業の基本的要件に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農業生産性向上等の実現のために、事業が必要なものであること。

2事業のすべての効用が、そのすべての費用を償うものであること。

3事業が必要なものであれば、受益者負担金の負担能力は問われないこと。

4事業の実施に当たり、環境との調和に対する配慮がなされていること。

公式解答　3

解説　3　負担能力の限度をこえることとならないことが土地改良事業の施行に関する１要件
(問5)土地改良施設の管理に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1土地改良施設は、土地改良事業に環境配慮義務が課されたことにより、地方公共団体による管理が原則となった。

2土地改良施設は、種々の事業主体により造成されているが、その多くが土地改良区により管理されている。

3土地改良施設の管理は、土地改良区が行うことがより適切な管理が期待されることから、

国で造成した土地改良施設は、すべて土地改良区に管理の委託がなされている。

4土地改良施設の管理に要する経費は、受益者が負担する建前となっており、助成措置等は、講じられていない。

公式解答　2

解説　1環境地の調和は土地改良施設の管理主体に影響を及ぼすものではない　2妥当　3直轄管理譲与管理もある　4一定の要件を具備するものは助成措置が講じられてる
（問6)農村整備に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1農業生産基盤と集落基盤の整備を一体的総合的に実施することは、効率が悪い。

2農村地域の汚水処理施設の整備は進み、都市部との格差は、ほぼ解消された。

3中山間地域は、条件不利地域であり、農業生産上は、重要な役割を期待できない。

4集落道は、ほ場までの通作時間を短縮するなど、農業生産性の向上に寄与している。

公式解答　4

解説　1効率よい　2農村地域の下水道普及率は５割以下　3耕地面積、農産物出荷額は４割
(問7)農地整備に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農地が整備されることにより、洪水防止や土砂崩壊防止など国土保全機能が発揮される。

2農地整備は、農業生産性向上と農業構造の改善を図ることにより、消費者価格の低下を通じて国民経済に貢献している。

3農地を整備すると、資産価値が高まるために、農地利用集積率が低下する傾向がある。

4水田整備率が高い地域ほど、麦・大豆の作付け率及び耕地利用率は向上する。

公式解答　3

解説　3上昇する

(問8)農業水利に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1農業水利施設のライフサイクルコストの低減のためには、利用できなくなる直前まで我慢して使用することが最も重要である。

2全国の農業用水路の延長は約40万km、基幹的施設は7千箇所にのぼり、農業水利施設は、25兆円の社会資本ストックを形成している。

3わが国の農業水利施設は、全体として保全更新が進み、事故件数は減少している。

4畑地かんがいは、作物の生育阻害を防止するためのもので、生産性の向上には寄与しない。

公式解答　2

解説　1計画的な機能診断と予防保全がトータルコストの縮減に重要である　2妥当　3年々増加　4生産性の高い農業には不可欠
(問9)防災対策に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農地・農業用施設等の災害を未然に防止し、被害の軽減を図るためには、ハード対策が重要で、ソフト対策は、あまり効果が期待できない。

2近年、豪雨や大規模地震に起因した災害が数多く発生している。

3全国の主要なため池の多くは、江戸時代やそれ以前に築造されたものであり、老朽化などにより決壊の危険生が高い。

4都市化、混住化の進行により、洪水量の増大や農業用水の水質悪化などが問題となっている。

公式解答　1

解説1ソフト対応も必要

(問10)田園環境の再生・創造に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農業基盤整備率が高く経営規模が大きいほど、農薬の使用料は少ない。

2農業農村整備において、地域の二次的自然の保全や回復に配慮することは、地域の生物多様性保全に重要である。

3 経営規模が小さい農家ほど、環境保全型農業に取り組む割合が高い。

4環境保全型農業は、国民の食の安心・安全にこたえることにより、新たな農業の発展と農村の振興に重要である。

公式解答　3

解説 3　大型農家ほど

(問1)土地の面積計算数値の取扱い(座標法による計算の表示単位と桁数)に関する次の記述の(A)から(C)に当てはまる語句の組合せとして、適当なものどれか。

長さはメートル単位とし、小数点以下(A)まで、面積は平方メートル単位とし、小数点以下(B)まで求めるものとし、端数は(C)とする。

(A)  (B)  (C)

1 4位 6位 四捨五入

2 3位 5位 四捨五入

3 4位 5位 切り捨て、

4 3位 6位 切り捨て

公式解答　４

(問2)権利調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1権利調査とは、土地、建物等の現在の権利者等の氏名及び住所等を調査することである。

2調査には、官公署備付けの簿冊からの調査(閲覧又は謄本の収受)と居住者等からの聞き取り等がある。

3権利調査は、土地の取得等に当たり、契約当事者になる真実の権利者の氏名及び住所(個人の場合)又は名称及び所在地(法人の場合)を明確にするために行うものである。

4権利調査には、権利者等が契約権限を有しない場合の親権者、破産管財人等の法定代理人等の調査は含まれない。

公式解答　４

解説　4含まれる

(問3)条件付譲与及び補償譲与に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地改良事業に係る損失補償に相当する金額の範囲内で、当該補償に代え国営土地改良事業の一部として行う工事によって生じた土地改良財産たる工作物その他の物件は、補償譲与をすることができる。

2土地改良事業に係る損失補償に相当する金額の範囲内で、当該補償に代え国営土地改良事業の一部として行う工事によって生じた土地改良財産たる土地は、補償譲与をすることができる。

3政令で定める基幹的な土地改良施設以外の土地改良施設を構成する土地改良財産たる工作物その他の物件は、条件付譲与をすることができる。

4政令で定める基幹的な土地改良施設以外の土地改良施設を構成する土地改良財産たる土地は、条件付譲与をすることができる。

公式解答　2

解説　2

(問4)地積測量図等の作成に関する次の記述の(A)から(D)に当てはまる語句の組合せとして、適当なものはどれか。

(A)の区域内の土地が(B)の土地の一部であるため、(C)を必要とする場合又は(D)が必要と認められる場合には、地積測量図及び土地所在図等を作成するものとする。

(A)　　(B)　　　(C)　　　(D)

1 取得　画地　合筆　地積の更正等

2 取得　画地　　合筆　 面積の訂正等

3 取得　一筆　分筆　地積の更正等

4 取得　一筆　　分筆　 面積の訂正等

公式解答 ３

(問5)用材林立木の調査に関する次の記述の(A)から(D)に当てはまる語句の組合せとして、適当なものはどれか。

権利者ごとに、原則として、(A)により、樹種、(B)、(C)(又は植林年次)、人工林・天然生林の別、調査対象の土地、(D)当たりの植栽本数、管理の程度等を調査するものとする。

(A)　　　　　　(B)　　　　(C)　　　(D)

1標準地調査　目高直径　植齢　10アール

2毎木調査　　 胸高直径　林齢　1ヘクタール

3毎木調査　　 胸高直径　植齢　10アール

4標準地調査　目高直径　林齢　1ヘクタール

公式解答　2

(問6)建物等の配置等に関する調査項目として、不適当なものはどれか。

1建物、工作物及び立竹木の位置

2敷地と土地の取得等の位置,

3敷地と接続する道路の幅員、敷地の方位等

4その他配置図作成に必要となる事項

公式解答2

解説　2取得等の予定線の位置

(問7)木造建物[Ⅱ]及び木造建物[Ⅲ]の図面及び調査書は、木造建物要領を準用して作成するが、他に作成する図面の組合せとして、適当なものはどれか。

1イ基礎伏図、ロ床伏図、ハ軸組図、二小屋伏図(各図共縮尺100分の1)

2イ基礎伏図、ロ床伏図、ハ軸組図(各図共縮尺100分の1)

3イ基礎伏図、ロ床伏図、ハ軸組図、二小屋伏図(各図共縮尺100分の1)、

ホ断面図(矩計図)(縮尺50分1)

4イ基礎伏図、ロ床伏図、ハ軸組図(各図共縮尺100分の1)、

二必要に応じてイ～ハ図面の詳細図(縮尺は適宜)

公式解答　1

(問8)建物等移転補償額の再算定の方法に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1再算定の方法は、原則として、当年度の単価を用いて行う。

2再算定の方法は、原則として、当年度の移転工法及び算定方法による。

3補償要綱等又は調査積算要領等が改正されている場合には、改正後の要綱等により算定する。

4再調査の結果が現調査表の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき移転補償額を算定するものとする。

公式解答　2

解説2積算基準等が改定されていなければ、従前の移転工法、算定方法

(問9)事業損失の事前調査に係る建物等調査図(平面図、立面図等)の作成に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1建物平面図は、縮尺100分の1で作成し、写真撮影を行った位置を表示するとともに建物面積を記入する

2建物立面図は、縮尺100分の1により、原則として、四面(東西南北)作成し、外壁の亀裂等の損傷位置を記入する。

3その他調査図(基礎伏図、屋根伏図及び展開図)は、発生している損傷を表示する必要がある場合に作成し、縮尺は100分の1又は10分の1程度とする。'

4工作物の調査図は、損傷の状況及び程度により建物に準じて作成する。

公式解答　1

解説　1建物延べ面積、各階面積、計算式を記入

(問10)国有財産の取得、維持、保存及び運用に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1取得とは、財産の性質を変えない範囲内での改良により財産の効用を全うさせるような行為である。

2維持とは、国以外の者に利用させて財産の活用を図るような行為である。

3保存とは、建物の減耗を回復して建物の原形に近づけるような純然たる修繕、取得時効の中断又は未登記の財産についての登記、財産の盗難・紛失の防止などのいわば消極的な財産の保全に必要な管理上の行為である。

4運用とは、購入、寄付受入れ、新植、新築、交換受け、収用等による財産の絶対的増加を図るための行為である。

解答　3

1維持　2　運用　3保存　4取得

(問1)補償額算定に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1工作物等の物件の補償額は、物件調査時点の価格で算定する。

2補償額は契約締結時点の価格で算定する。

3契約締結後に物価の変動があったときは、補償額の差額を追加払いできる。

4補償額は、用地補償説明会時点の価格で算定する。

公式解答　2

解説　1契約締結時 ２妥当　3追加払いはしない　4契約締結時

(問2)土地の使用に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1事業に伴い土地を使用する場合は、正常な地代又は借賃をもって補償する。

2使用する土地を原状に回復することが困難な場合において返還時の現状のまま引き渡すときは、当該土地の形質変更によって生ずる損失を補償することができる。

3近傍類地に正常な地代又は借賃がない場合は、土地の正常な取引価格に期待利回り等を乗じて算定する。

4土地の正常な取引価格に対する期待利回りの率は、その時の社会情勢等を総合的に勘案のうえ決定するものとし、現在は一律3%である。

公式解答　4

解説　宅地、宅地見込み地、農地　6％　林地その他5％

(問3)空間又は地下の使用に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1空間又は地下の使用が長期にわたるときとは、一般的に使用期間が30年以上にわたる場合である。

2空間又は地下の使用に対しては、土地の使用に係る補償の規定により算定した額に、土地の利用が妨げられる程度に応じて適正に定めた割合を乗じて得た額をもって補償する。

3空間又は地下の使用に係る補償で、純農地に土被り20メートルを超えて工作物を設置しようとする場合は、当該土地の所有者から施設の存置に係る承諾書を徴すれば足りる。

4空間又は地下の使用が長期にわたる場合は、補償額を一時払いすることができる。

公式解答　1

解説　1　長期　20年

(問4)庭木等の補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1庭木等を伐採することが相当である場合は、用材林の伐採補償額算定基準により算定した額を補償額とする。

2鑑賞上の価値を有する庭木等であっても、梅等のように果実を収穫できるものは、収益樹として伐採補償額を算定する。

3庭木等とは、鑑賞上の価値を有する立木及び防風、防雪又は風致等の効用を有する立木であって、住宅等に植栽されているものをいう。

4当該庭木等が防風、防雪その他の効用を有し、当該効用を維持し又は再現する必要があると認められる場合であっても、代替の工作物等の設置に要する費用の補償はできない。

公式解答　3

解説　1.当該庭木の正常な取引価格と伐採除却に要する費用から伐採により発生する材料費を控除

2　庭に植栽なら庭木として算定　収穫樹の伐採補償はできない
4 特別の事情がある場合は代替の工作物は補償できる

(問5)農業補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農業経営規模縮小に伴う労働の遊休化に対する補償額は、経営規模別家族労働費の差額(5年以内)を標準として算定する。

2農業を一時休止する必要があるときは、通常農地を再取得するために必要とする期間中の固定的な経費等及び同期間中の所得減(法人の場合は収益減)を補償する。

3通常農業の継続が不能となり、農業廃止補償を行う場合において、解雇する従業員に対しては、離職者補償を行う。

4農業休止期間が長期にわたる場合であって、その休止に対応する補償額が農業廃止の補償を越えるときの補償額は、農業廃止の補償額の範囲内とする。

公式解答　1

解説1.３年以内標準

(問6)営業休止補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1直接移転の対象となる建物を除き休業期間中の営業用資産(機械等及び移転の対象とならない建物)の陳腐化による減価償却相当額の資産が休業期間中稼働しているものとして算定した減価償却費の範囲内で補償する。

2休業期間中の従業員のための法定福利費(社会保険料等)の雇主の負担する額は、補償できない。

3従業員に対する休業手当相当額は、その休業期間に対応する平均賃金の100分の60を標準とする。

4通常休業を必要とする期間は、借家人が移転する場合又は建物の移転が構外再築工法による場合は、その規模、業種設備等の移転期間及び準備期間等を考慮し、2か月の範囲内で相当と認める期間とする。

公式解答　4

解説　1減価償却相当額と維持維持費は 　2雇主の分は補償できる　3　１００分の80を基準とし１００分の６０～１００分の１００まで範囲内で補正　

(問7)用材林及び薪炭林の立木伐採補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1伐期到達用材林の伐採補償は、伐期に到達すれば各種用材として伐採されることを予定されているため、搬出経費の増加分相当をもって補償する。

2薪炭林の台木については、将来の各伐期における推定純収益の前価合計額を補償する。

3伐期未到達立木であって、市場価格のない天然生林については、伐期における当該立木の価格の後価額をもって補償する。

4伐期未到達立木で市場価格のあるものについては、伐採除却に通常要する費用を補償する。

公式解答　2

解説1.搬出費増加＋立木価格の低下分 伐採時期が選択できないことによる損失を補償　2妥当　3前価合計額　4. 伐期における前価格に現在から伐期までの純収益の前価合計額から立木の現代価格を引いたもの　伐採除却に要する費用は、発生材を売却処分する過程で回収でくるため補償しない
(問8)土地等の返還に伴う補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1原状回復に通常要する費用相当額については、農地の場合は水利施設の復旧費、客土費、肥料代等である。

2土地等の返還に伴う補償額の算定時期は、土地使用開始の契約締結時である。

3原状回復が困難で返還時の現状の状態で返還する場合における形質変更の補償は、土地価格を上回っても差し支えない。

4土地を使用する場合は、土地の使用に係る地代相当額及び土地等の返還に伴う損失の通常生ずる損失額を補償することができる。

公式解答　3

解説3　土地の価格の範囲内

(問9)残地等に関する工事費の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1工事に伴い田の一部を取得されることにより、残地に畦畔の設置や用排水路の付替を行う必要があると認められる場合は、みぞ等の設置に要する通常生ずる損失を補償することができる。

2事業の施行に伴い生ずる不利益又は損失を防止するための騒音防止施設の設置が必要と認められる場合は、通常生ずる損失を補償することができる。

3工事に伴い宅地の一部を取得されることにより、建物が道路に接することとなったため、透視の防止等の必要が認められる場合は、かき、さく等の設置に要する通常生ずる損失を補償することができる。

4残地等に関する工事費の補償は、原則として金銭補償であるが、土地等の権利者からの要求が相当であり、真にやむを得ないものと認められる場合は、現物補償に代えることができる。

公式解答　2

解説　2事業損失として処理
(問10)公共補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1法令の規定により現物補償とすることが命ぜられた場合とは、道路法第22条及び河川法第18条に基づく施行命令が出された場合のみである。

2施設管理者が機能回復のための工事を請負に付し入札手続をとった場合で、設計額と落札額に差金が生じた場合であっても、公共補償は機能回復が原則のため、当該請負代金を反映した額との精算をしなくてもよい。

3現物補償の場合には、起業者は、現物補償に係る工事を完了したときは、一定期間をおいて当該工事に係る公共施設等をその管理者となるべき者に引き継ぐものとする。

4金銭補償の場合においては、契約において精算、事情変更による増減等を認めるものを除き、渡し切りとする。

公式解答　4

1. 場合のみ→場合等　消防法第８条、海岸法第１６条、高速自動車国道法第２５条

2. 設計額と落札額との差は清算を行う.　３.直ちに　4.妥当

